
墨田区立学校の学校医、学校歯科医及び学校薬剤師の公務災害補償に関する条例の一

部を改正する条例（案）新旧対照表 

改  正  案 現     行 
  
 （介護補償） 

第１１条 介護補償は、傷病補償又は障害補償

を受ける権利を有する学校医等が、当該傷病

補償又は障害補償の補償の事由となった障害

であって教育委員会規則で定める障害に該当

するものにより、常時又は随時介護を要する

状態にあり、かつ、常時又は随時介護を受け

ている場合に、当該学校医等に対して、当該

介護を受けている期間、次項に定める金額を

支給して行うものとする。ただし、次に掲げ

る場合には、その入院し、又は入所している

期間については、介護補償は行わない。 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 障害者自立支援法（平成１７年法律第１

２３号）第５条第１２項に規定する障害者

支援施設（次号において「障害者支援施

設」という。）に入所している場合（同条

第７項に規定する生活介護（次号において

「生活介護」という。）を受けている場合

に限る。） 

 ⑶ 〔略〕 

２ 〔略〕 

 〔同左〕 

第１１条 〔同左〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑴ 〔略〕 

 ⑵ 障害者自立支援法（平成１７年法律第１

２３号）第５条第１３項に規定する障害者

支援施設（次号において「障害者支援施

設」という。）に入所している場合（同条

第７項に規定する生活介護（次号において

「生活介護」という。）を受けている場合

に限る。） 

 ⑶ 〔略〕 

２ 〔略〕   

   付 則 

 この条例は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

区 民 文 教 委 員 会 

平成24年3月15日 



※ 障害者自立支援法の一部改正新旧対照表（抄） 

改  正  後 改  正  前 
  
第５条 この法律において「障害福祉サービ

ス」とは、居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入

所、重度障害者等包括支援、共同生活介護、

施設入所支援、自立訓練、就労移行支援、就

労継続支援及び共同生活援助をいい、「障害

福祉サービス事業」とは、障害福祉サービス

（障害者支援施設、独立行政法人国立重度知

的障害者総合施設のぞみの園法（平成１４年

法律第１６７号）第１１条第１号の規定によ

り独立行政法人国立重度知的障害者総合施設

のぞみの園が設置する施設（以下「のぞみの

園」という。）その他厚生労働省令で定める

施設において行われる施設障害福祉サービス

（施設入所支援及び厚生労働省令で定める障

害福祉サービスをいう。以下同じ。）を除

く。）を行う事業をいう。 

 

２～７ 〔略〕 

 

 

 

 

 

 

 

８～１１ 〔略〕 

１２ この法律において「障害者支援施設」と

は、障害者につき、施設入所支援を行うとと

もに、施設入所支援以外の施設障害福祉サー

ビスを行う施設（のぞみの園及び第１項の厚

生労働省令で定める施設を除く。）をいう。 

第５条 この法律において「障害福祉サービ

ス」とは、居宅介護、重度訪問介護、同行援

護、行動援護、療養介護、生活介護、児童デ

イサービス、短期入所、重度障害者等包括支

援、共同生活介護、施設入所支援、自立訓

練、就労移行支援、就労継続支援及び共同生

活援助をいい、「障害福祉サービス事業」と

は、障害福祉サービス（障害者支援施設、独

立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞ

みの園法（平成１４年法律第１６７号）第１

１条第１号の規定により独立行政法人国立重

度知的障害者総合施設のぞみの園が設置する

施設（以下「のぞみの園」という。）その他

厚生労働省令で定める施設において行われる

施設障害福祉サービス（施設入所支援及び厚

生労働省令で定める障害福祉サービスをい

う。以下同じ。）を除く。）を行う事業をい

う。 

２～７ 〔略〕 

８ この法律において「児童デイサービス」と

は、障害児につき、児童福祉法第４３条の３

に規定する肢体不自由児施設その他の厚生労

働省令で定める施設に通わせ、日常生活にお

ける基本的な動作の指導、集団生活への適応

訓練その他の厚生労働省令で定める便宜を供

与することをいう。 

９～１２ 〔略〕 

１３ 〔同左〕 

 

 

 

    

【施行期日】平成２４年４月１日 


